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北海道における製造業の生産性

賃金・費用・価格構造の分析

61 (215) 

小 林好宏

1 .本稿の主題

本稿i工，地域開発の主要な幹となる工業化の可能性とそれを阻む障害，そ

の過程での諸問題を分析，検討することを自的としたものである。間際問の

経済進歩の度令いを比較する場合，その格差は，通常，一人当りの所得水準の

となってあらわれるが，それは同時に共通した産業機造の格差をともな

っている。すなわち，工業国か農業閣か，生産所得中に占める第二次産業の

所得の割合の高低が，同時に」人当り所得水準の高低と高い招関関係を有し

ていることは周知のところであるO したがって，工業化は近代化であり，同

時にその閣の所得水準の上昇を意味している。このことは，ー圏内における

地域経済の構造についてもそのままあてはまるO したがって，地域の所得水

準の上昇は，基本的には工業化によってもたらされるといっても

いだろう。ただし，その場合，地域の大きさによって若干意味が違ってく

る。市町村単位の小さい地域ならば，工業都市か農業中心の町か，サ{ピス

業中心の都市かということと，都市の一人当り所得水準とは，必らずしも

い相関関係にはなL、ο 工業よりも第三次産業が中心になっている高所得水準

の都市も存在するからであるO だが，地域の範囲を，都道府県単位にまで拡

張すると，もはや第三次産業のみで、高所得水準を維持するというこは不可能

であり，仮に第三次産業の占めるウェイトがきわめて高く，かつ一人当り所

得水準も高かったとしても，工業と無関係ではなく，ある程度は工業化を踏

まえたとでの高所得である。かくて都道府県単位の地域経済においては，工

莱化が所得水準の上昇と結びつくものであることは殆んど諭をまたないであ
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ろう。

ところで，工業化の進展にとってその条件をなすものは，需要条件と供給

側の条件とに分けると，需要条件としては，域内の需要である。域外の需要

は，むしろ地域間の製品の競争力の問題に含めることカhできる。供給条件

は，まさにその競争力とつながる。基本的にはコストと儲格の構造であり喝

それは生産要素の倒格と生産性の問題である。

需要を構成するものは，地域内の総所得であ石が，これは一人当り生産性

と人口によって構成される。生産性は，供給構造の中に原田をもつものであ

り，したがって需要条件ば供給条件と有機的につなが 4 ており，全く無関係

に外的与件として与えられるものでないことは当然である。ところで、現実に

大工業地帯への人口の集中が生じ，総需要の面で格差が生じていることは事

実であり‘この問題自体をそれ程深く追求しても，政策と結びっく可能性は

より少ないであろう。むしろ問題なのは費用条件であるO かくて本稿では，

以上aのような目的にそって，主として製造工業における費用構造の分析に焦

点をおいて，そこから本道経済にとっての主要な問題点を探り出そうとする

ものである。

2. 問題の所在

最近，各地域単位での開発計画は感んに行なわれてL、るが，計画の作製に

おし、てしばしば不可能なことがらを夢物語の如く描く場合が多L、。計画はた

しかに望ま Lき，ありうべき姿にてらしてたてられるべきであろうが，しか

し地域経済の動向は，基本的には菌民経済全体の動向に左右されるのであり，

地域所得の成長率にしろ， 地域の産業構造の変化にしろ， 国民経済全体の

の推移の枠の中で，又，重化学工業化の進展の度合いの中で生じてい

ることであり，自由競争的市場経済を前提とするなら，その法則的な枠綴か

ら全く外れた開発計画をたてることは無意味であろう1)。 むしろ闇民経済と

地域経済の関連性，法則性を漉確に把握し，その枠組の中での機大化をはか

ると Lヴ方法(枠組の中でのいくつかの可能性の中から最善の選択を行なう
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方法〉によらねばならない。

かくて問題の第一は，いくつかの重要な指標に関して，全国の動向と，各

地域の動向との関連性を把握することであるO この場合，各地域といって

も，工業県から農業県まで種々あるわけて、あるから，それぞれのタイプでそ

の動きをとらえねばならないことは言うまでもなし、。 問題の第二は，その中

での北海道の特徴をとり出すことである O 開館の第三は，次の担くである O

る地域開発は，大都市の再開発ではなく，先進地域にくらべて相

ち遅れた地域の開発であるO その場合，先進地域と後進地域の格

，更に後進J奈の場合は，全間平均に比してのおくれ，務差が，まず問題で

あり，地域格差がどのような理由で生じているか，全揺の動向(成長率，工業

化与の〕の中で地域格差はどうなるかということが問われねばならなL、。す

なわち，地域格差の存在形態，それのもたらされる原由，国員経済の動向に

伴なう地域格差の動態が中心問題となるO 第四には，このことに関連して，

北海道の特殊性ーがあるかどうか，もしあるとしたら，それは開発政策にどの

よう~，こかかわらしめられるか，ということである O このことを更に詳しく言

うと次のようになるO 地域格差は所得格差のかたちであらわれる。ところ

で，その基本原因をなすのは守生産性の格差であるO ところで，もし生産性

の高低の差が地域ごとにある場合，高生産性地域では製品錨格が抵下する傾

向がある。ところが，圏内経済における地域間の関係は，間際経済における

各国間の関係、と異なり，資本，商品の流入は完全に自由であり，市場におい

て一応，一物イ部の法員IJが成り立っている。したがって地域間の生産性の格

ふ価格差に吸収されない。そうなると，利潤，賃金とL、う所得の格差に

吸収されざるを得なL、。かくて地域開に賃金格差が生ずる， とL、うわけで

ある。

土，価格低下に吸収されるか，賃金，利i関いずれか又は両方

ザ吸収されるかであるO 地域の価格が高生産性地域のそれにさやょせ

されようと(価格低下の波及)， i民生産性地域にさやょせされようと，価格

の平準化傾向があれば，当然，賃金水準その他の所得格差をもたらすことに
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なるだう O そこで問題は，北海道においても，地の地域と同じように所得格

差の生ずる原理が働らくか，あるいは，何か異なる独自な特徴があるかを克

出すことにあるO

第五の問題は，第三，第四の分析結果にもとづき，成長率や，所得格差てど

もたらす要閣に対し，どのような対応策があるかを検討することである。そ

の際，中心となるのは，費用，価格構造である。より具体的には，生産性と

賃金，価格の関係であり，その北海道的特識を見つけ出し，それが工業化に

とってどのような影響をもつかを分析の中心に据えるO

1) 地域の開発計闘をたてる;場合，綴望ではなく，実現可能性のやでとらえねばなら

ないことは言うまでもなし、。それは国民経済全体の中で制約される。たとえば地

域経済の成長率を考える場合，次のような関係がある。

閣の経済成長率 GA 

各地域の成長率 GB 

国の所得 YA 

地域の所得 YB 

とすると，

地域の成長率は

GB…2主B i1主主 i1工芝.一工会一
U- YB YA i1YA - YB 

とあらわすことができる。

カミら，

i1YA 
YA =L<A 

i1YB YA 
GBヱヱGA'一一一一・一一一一

i1YA YB 

i1YB YA 
i1Y工・ Y子…・υ は地域のシェアーの変化率である O

地域経済の成長率は，国民所得の成長率と，国民経済における地減のシェアーの

変化率に依存する。地域単位の努力でなしうることは，地域のシェアーを高める

イYB YA 
ことであるo jy: . y; 7J'大なる抵当該地域の成長テンポは平く，送ならば

逆の結果が生ずる。後進地域主f例にとると，格援が拡大するか綴少するかの問題

である。地域の成長予狽jは，第一に，関民経済全体の成長率に制約され，第二

iこ，地域格差の動向に依存する。
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3. 地域の分類

最初に，地域経済の諸問題を分析するに捺して，その地域の特殊な携遣が

明らかにされねばならなし、。ここでは46都道府県について，共通な構造合も

つグノレ{プに分け，それぞれのクソレープごとに共通する問題をとり出し司そ

の中で北海道の他府県との共通性，および他府県に比しての特殊性を庁析す

ることにするO

地域を分類するに際して，二つの基準が考えられる。-つは人当 1)所
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得水準の高低による分類，もう一つは産業構造にもとづく分類である。前者

にしたがって先進地域，中進地域，後進地域の三段階区分を行ない，次に，

後者にもとづいて，工業地域，比較的工業地域，非工業地域の三設階分類を

行なう。おそらくこの二つの分類は，互いに密接な相関関係、にあるだろう。

1 f)県毘分配所得であるO 最高は東京都で，昭和38年にお

いて 339，646丹，最低は鹿児島の 111，174円とかなりの格差があり，北海道ー

は 171，600円である。県民個人所得についてみると，分配所得にくらべて格

さいが吻最高と最低の比率は 2.5対 1ほどにひろがっているO 第 3表

第 2表 1人当り県民館入所得 〔単位円〉

間民所得 1

1北 i毎JI[1 
2青森

3岩手

4宮城

5秋 m

69，8501106，9151 162，42611 24三

74，8761112，4321168，33411 25滋

56，7451 86，051! 136，37911 26京

型竺ヒ竺 11 3竺
65，8231 98，6561161，619 

68，2901 104，5031152，930 

84，8181 134，6961197，696 

53，88刻 78，61引134，0621127大阪

64，44割 95，4021151，2681128兵Aii
60，58引 85，01出132，0ゆ11129奈良

60，46到100，26制146，7641130和歌山

59，3411 90，8921135，25611 31鳥取

ーイ 90，45引135，0601132 !烏 根

63，8851 101， 59割151，6561133鈎山

肌 9801 93，60制1見 7吋 34広島
11埼玉 165，5911 102，6891 178，916d 35 IU p 

12千葉 164，96新102，74制173，844!136徳島

13東京 1115，17刻177，77説28ゆ，8501137呑 111
14神奈川 187，77引140，28到225，9011138愛媛

15新潟!日，60叫 98，9001154，0741139高知

16富山 174，02到110，40引177，4261140福岡

17石川11 70，3631 113，30到168，5931141佐賀

6山形

7福島

8茨城

9栃木

10群馬

18福井 169，9601103，9421 156，9891: 42長崎 i

19山梨I58，23判105，1倒 157，641!143熊本
20長野 166，06刻 98，45刻151，06911 44大分

21岐阜 61，5921 99，7141 -11 45宮崎 j

22諮 問 I66，93ゆ112，2421174，0251146鹿児島 i
23愛知[82，四1138，611[201，ω I
出所経済企画庁，地域経済要覧 19660

100，9801 158，8111 258，120 

68，4581 91，5001130，529 

61，2731 90，7151132，626 

68，8471100，8451161，796 

67，8481102，7141158，240 

57，4021 94，8241 137，789 

68，4011 106，3201 163，403 

64，7791 98，03:引146，980

59，9221 97，29到146，021

76，3591 108，6431 173，895 

62，9641 90，2501 138，096 

61，4531 80，8671 143，984 

52，1601 82，3321132，182 

46，0411 68，9251 114，111 
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は，一人当り県民個人所得の地域差指数で，一人当り菌畏所得を 100とした

;場合の各地域の指数をあらわしている。 38年において，最高は東京都 172.9、

最低は鹿児島の70.3で、北海道は37年を除いて平均をと回っていることが

半IJるつ

一人当り個人所得から，先進地域，中進地域，後進士th域を分けると，境い

目をどこにとるかが開題となるO ここでさしあたり拐大工業地帯と，周辺の

大都市を含む府県を先進地域とみると，先進地域は東京，神奈川，愛知，大

探，京都，兵庫，器開で，これら~H、ずれも地域差指数は常に 104 をと回っ

第 3表 1人当り県民個人所得の地域差指数 (単位 96) 
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ているヘ この中で福鈎は，ややイ底下傾向がみられるO 逆に回大工業地帯以

外では，新潟，富山などがやや高L、。この格差は，時間的経過の中で、変わっ

てくるO 後に述べるように，千葉，静岡等は，上昇傾向を示しており，りし

ろ地盤沈下のみられる福間を上回りつつある。

中心地域としては，地域差指数倍以上を便宜的にとってみる。それ以下は

後進地域と見倣す。かくて次の分類が可能であるO

先進地域東京，神奈川，愛知，京都，大阪，兵庫，福岡。

中進;地域埼玉，二子葉，新潟，富山，石)1J，福井， 山梨， 静岡‘ 一

滋賀，奈良，和歌山，岡山， 広島， 山口，呑川，北

海道。

後進地域その砲の県。

以上の中で，千葉，静岡は先進地域に近し、。終に最近は，先進地域i二人っ

ていると言える。 山梨は， 37年以後の伸びが大きし、。 栃木は，中進地域に近

いが， 35， 36年をピークに下り坂である。群馬は上昇傾向にあり，ほほ

では中進地域に入りうる。北海道は，一人当り分配所得， {I間入所得にぬい

て，中進地域でも上位にある。

次に，産業構造の聞からみた分類を行なってみよう般に，経済進歩と

共に，第一次産業は低下し，第二次産業の比重が言語まることは周

あるが，これは地域経済についてもあてはまる。第三次産業については，先

進的部分と後進的部分の両方が含まれており，先進地域程第三次産業の比重

が惑いということは新設できないが，概して， ウZ イト

と共に増加するものと考えられるO

第4表は，第一次産業の構成比率であるが， 北海道は平均を上回ってい

る。そのうち，農業は平均を若干下回っている。このことからも，

合，林業，水産業の比率が高いことが判る。更に，昭和30年と35年の比較を

して"えると，全国的に第一次産業の占める比重が低下する度合いに比して，

北海道においては，その速度がおそL、。したがって，支すます遅れてL、るこ

とが判るO
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第ヰ表 廃業!31j~内生産所得の構成比

イ.第1次産業部門
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次i二第二次

出所 前橋，地域経済要覧および篠原編，地域経済構造の計王室的分析より作成。

いてみると，第二次産業の構成比は，全歯王子均を下回

っており，その比率が全国的に高まるのに対し，やはり遅れをとっている O

とりわけ，第二次産菜のうちの製造業をとってみると，全国平均を下回る度

合いが一層強い。

次iこ，第三次産業についてみると，そのウエイトは全国平均に近い。

ついては，先にも述べたように後進地域でも比較的高く出てくるこ

とがある。 たとえば，香川，高知，山梨などがそうであるO したがって，こ

の程度の資料からは，特別判断を下すことはできなL、。
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第 5表 産業日Ij県内生産所得の1蒋成費

ロ.第2次産業部門 (単位 f!o) 

昭和 30年 昭和 35年 昭和 38年

計 製造業 三十 製造梁 計 製造業

1 北海道 28.4 13.6 29.1 14.7 30.9 18.4 

2 子守 元~，労Aミ 13.8 9.5 15.5 8.6 16.0 8.9 

3 岩 手 22.8 17.0 23.0 14.8 23.1 14.6 

4 iぎ 城 16.8 11.2 20.6 13.5 19.6 12.6 

5 秋 田 22.6 13.2 26.3 16.3 17.2 

6 山 形 21.0 13.2 23.2 15.4 25.8 6.7 

7 福 島 21.3 12.1 25.1 14.5 23.5 15.7 

8 茨 域 19.0 13.9 27.6 21.0 31.0 24.1 

9 栃 :;:f;: 29.1 22.7 35.1 27.1 

10 群 i潟 24.1 18.7 29.0 22.7 :i4.9 29.7 

11 埼 ヨミ 26.3 23.2 41.3 36.3 51.8 45.3 

12 子 1定 17.9 13.9 26.6 20.4 40.7 31.0 

13 Ji友 王ヌ 36.5 31.0 44.3 37.4 43.7 3:3.4 

14 神奈川 42.0 37.0 54.4 48.2 54.6 46.5 

15 新 潟 23.3 16.7 28.6 23.0 32.8 23.7 

16 箆 山 28.9 23.6 37.8 30.1 35.1 26.6 

17 石 )11 26.8 21. 7 33.7 26.8 40.0 32.0 

18 福 j十 27.4 21.3 30.6 21.8 34.0 24.9 

19 山 17.9 14.2 36.8 17.2 24.4 17.9 

20 長 20.7 17.6 25.6 19.3 30.0 22.0 

21 妓 主主 29.1 22.6 37.2 28.2 37.9 27.8 

22 静 関 37.6 31.1 43.9 35.4 44.1 36.5 

23 愛 女日 39.0 31.5 44.5 14.8 49.1 41.9 

24 三 君主 39.1 34.2 40.2 37.2 42.6 36.5 

25 j泌 交 31. 7 26.6 40.2 33.7 32.0 

26 京 都 31. 7 28.0 36.0 30.8 39.0 32.8 

27 大 阪 49.5 42.9 48.5 40.3 

28 兵 庫 44.1 41.3 43.3 36.9 49.6 42.8 

29 奈 良 27.3 19.1 29.5 21.4 25.7 20.1 

30 和歌山 34.9 29.1 31.3 23.4 36.6 27.1 

31 烏 取 17.8 11. 7 17.3 10.2 19.9 11.9 

32 島 根 16.3 10.0 19.2 13.6 17.2 10.2 

33 岡 山 28.0 22.7 36.6 29.8 37.4 30.0 

34 広 島 32.3 41.2 36.2 44.7 I 38.8 

35 Il! にi 38.2 28.3 42.7 33.9 42.5 33.6 
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昭和 30年 昭和 35年 昭和 38年

五十 理基 1告室主 五十 最笠是j 1v日←: 斗オ長ミごー 5十 製巡業

36 徳 烏 19.6 15.6 24.5 20.6 27.0 21. 7 

37 呑 }II 23.8 18.9 26.1 21.9 29.6 24.4 

38 愛 緩 28.8 24.0 32.9 28.3 35.6 29.8 

39 I匂 士宮 16.4 11.9 18.3 11.0 22.6 1:3.2 

40 福 関 38.3 21.9 41. 7 31.5 36.0 27.5 

41 佐 資 24.1 10.9 24.7 12.1 28.0 17.9 

42 長 i時 22.8 11.2 30.2 18.7 27.6 15.6 

43 熊 本 19.0 14.2 22.1 22.0 12.9 

44 大 分 23.7 24.7 16.詰

45 宮 崎 21.4 24.9 18.5 23.1 17.2 

46 鹿児島 13.2 7.8 14.7 9.2 17.5 9.9 

出所第4表と同じく作成。

さて，産業構造の上から，工業地域，比較的工業地域，非工業地域の三段

階医分を行なってみよう o 38年現在で，第二次稼業の占める比重が40%を越

える地域をみると，埼玉，千葉，東京，神奈川，石JII，愛知，一

大阪，兵庫，広島，山口がこれにあたるo 20~39%を比較的工業地域として

豆切ると，これにあたるのは，北海道，茨城，栃木，群馬，新潟，

井，長野，岐阜，京都，和歌山，関山，愛媛，福岡である。その地は非工業

地域ということになるO もし第二次産業の占める比重30%以上を比較的工業

地域とすれば，東北，北海道は，すべて非工業地域であり，周囲も愛媛以外

は非工業地域ということになる。東北，北海道，四闘に蔵する比較的工業地

域は， したがって，そのクソレープの中でも後進性を示している。

二つの分類の結果は，いくつかの例外を含みながらもち相応じている。

人当り所得水準と産業構造との関係をみると，きわめて密接な関連性をもっ

ている。そこで，この二つの関連性について， 若干統計的分析を加えてみ

ょうわ。

昭和38年について， 46都道府県の一人当り所得水準と産業構造との相

係をみると，次のように示すことができる。ごく一般的には第 A次産業の占

める比重が高い程，所得水準は低く，第二次産業の占める比重が高い秤，所
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第s表 産業別県内生産所得の構成比
ハ.第3 (単位ヌザ〕

l昭和30年[グ 3吋グ吋 ;昭和30年iグ3吋グ 38年
I北海道 i 37.2 41.2 

2脊 森 43.3 48.1 50.8 il 25滋変 36.6 40.0 40.1 

3岩 手 41.3 46.6 51.3 iI 26京都 58.8 57.7 56.2 

4 a 城 47.6 51. 0 56.1 27大阪 49.0 50.3 

5秋 国 37.1 40.4 45.9 11 28兵庫 44.4 49.5 45.5 

6 山 40.2 45.4 49.4 Ii 29奈良 46.3 47.5 54.0 

7福 44.8 48.0 49.7 iI 30和歌山 38.5 43.8 45.0 

8 茨 41. 7 40.9 39.6 31烏 取 40.0 49.5 54.8 

9栃 木 43.5 45.3 32島 恨 42.3 50.3 58.7 

10群 ，~ 43.2 93.9 42.6 33問 [11 42.0 43.7 48.2 

llJ:i奇 玉 44.9 41.9 36.3 34広 島 47.3 45.5 43.9 

12千 業一 42.4 I 46.0 49.1 35山 口 38.3 41.1 44.8 

13東 .!J'， 61.9 54.7 55.7 36徳 烏 46.1 52.5 56.2 

14神奈川[ 53.1 41. 6 42.5 37呑 48.4 53.5 55.4 

15新 i鳥 43.8 47.9 48.1 38愛 41.2 43.9 46.5 

16富 山 47.0 48.6 54.2 39高 空白 46.5 48.4 52.7 

17石 Jr! 46.1 48.8 46.0 40稿 間 48.1 56.3 

18潟 うよjニ 40.4 46.7 47‘5 41佐 賀 42.7 45.5 45.8 

19山 梨 51. 3 48.5 54.2 42長 i奇 52.6 43.0 56.9 
20長 野 42.4 44.7 45.0 43然 オ立 43.8 48.4 53.3 

21 I波 主主 48.1 47.0 48.6 44大 分 48.1 32.3 

22静 間 40.3 38.2 40.4 45官 崎 41.8 46.4 54.4 

23愛 女E 47.9 44.7 45.311 46鹿児島 44.7 53.2 

出所第4，5炎と同じく作成。

得水準が高いといわれる O 日本の各地域についても同様の関係がある。

y.……...一人当り偲人所得

X1・…… ...第一次産業の構成比

五....・'"・・第二次産業の構成比

X3 ・・H ・H ・....第三次産業の構成比

Xm……......製造業の様成比

まず，一人当り所得水準と，生産所得中第一品次産業の構成比の関係は次の

ようになるc



北海道における製造業の生産性・ -費用・価格構造の分析小林 73(227) 

回帰式を=9.356-0.302X1

関係数 r =-0.858 

これは，きわめて高い負の相関を示す。これから，第一次産業の比重が抵

下する程，地域の一人当り所得水準が上昇することは，きわめて明瞭に着取

される。

次に，一人当り所得水準と第二次産業構成比を比較すると，

郎潟式を=8.219十0.251Xz 

相関係数 r =0.751 

これも比較的高い格関関係があるO すなわち，第二次産業の比重がます程，

d人当り所得水準は上昇するということは，我閣の地域経済においても，明

らカ冶で、あるO

第二次産業の中には，鉱業も含まれているO したがって，その中から製造

のλをとり出し，一人当り所得水準と，生産所得中製造業の構成比とを比

較してみると次のようになる。

回帰式 Y =10.71十0.230Xm

棺鈴係数 r =0.689 

ニれも一応， 高い穏関関係があるものと言える。けれども， 第二次産業

の構成比との相関係数0.751にくらべると，やや低L、。このことを解釈すれ

ば司鉱業の付加価値生産性が，製造業の王子均的付加価値生産性より高いため

に，一人当り所得水濃の上昇への寄与率が大きいとも考えられるし，文，製

くらべて，鉱業の方が一人当り所得水準との関連があるという可能性

も考えられる。又，鉱業地域は原料と結ひ、ついた工業との関連性があるため

に，重化学工業がすすみやすいとも理解できるし，叉，鉱業地域程，非農業

地域であるという見方もできるO おそらく，これらの要因の全部又は一部が

り合って，以上のような結果が出たと思われるO

次に一人当り所得水準と第三次産業の構成比の相関関係~ì，次のように

なる。

回帰式空=10.407+0.119X3 

相関係数 r =0.159 
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一人当り所得水準と第三次産業の構成には，殆んど関係がないと言える。

この結果は，醤際関における産業構造の分析結果とほぼ一致するO

業は近代的サービス産業から前近代的小規模卸小売業まで含むものであり，

かなり未発達の後進国，後進地域においても，少なく商品貨幣経済の没透し

た段階にさ していたら，かなりのウェイトをもつものであるO したがっ

て，高所得水準の地域が，第三次産業の構成比においても高いとは限らない

のであるO

以上から，一人当り所得水準の上昇に最も関係の深いのは，第一次藤主きの

比重の低下であり，次に第ニ次産業，そして製造業の比重で，第三次産業は

あまり関係がないということが言える O

ところで，第二次産業の構成比と一人当り所得水準の関係は深いことが明

らかになったが，同じ工業でも，重化学工業と軽工業では生産性も異なり，

したがって所得造出効果は異なっているだろうと思われる。第 7表は昭和

35-8年における 46都道府県の重化学工業比率であるが， 38年の重化学工

業比率と，一人当り所得水準の相関関係をみると次のように言うことができ

る。重化学工業比率を X5とすると，

回帰式空=-10.19十0.54X5 

棺関係数 r=0.277 

となるO これをみると，予想に反して相関関係はあまりなL、。これは意外な

結果である。このことは注目に植する O 後にみるように，生産性は重化学工

業化が進展する程高まるが，それがただちにその地域の一人当り所得水準を

高めることにはならないということであり，このことは，開発政策を策定す

るに際して，当然留意さるべきことであろう。

さて，再ば各地域ごとの分類についてみよう O 工業地域は同時に先進地域

であり，非工業地域は後進地域である。しかし，その中にも若干の例外に近

いケースがあるO それを抜き出し，更に北海道についても，この'般的傾向

とてらしてどういう状況にあるかを個々に検討してみよう。

一人当り所得水準で先進地域に入り，産業構造の上で工業地域に入らない
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第 7表 昭和30，35， 38年における重化学工業比率 (0000) 

1也
府 県 I~B 昭35年 昭38年 1区む 原f 県|昭30年 昭35年 昭38王手j~ 

会 I~ 5717 6681 5859 石 JfI 4013 5034 2616 
陸 ;雷 チl' 3933 3563 5313 

北 海 道 3280 3322 3086 

青 森 4770 
滋 資 5955 6251 4168 

3650 2288 ilI 
京 者1

:東 正ιi王J 手 6366 
4098 4768 4368 

6073 5485 
ヲ耳包℃ミ 災

1i五， 域 3784 4632 
2356 2361 1763 

3402 
大 liEZ 

秋 回 3986 
61ヨ1 6836 6241 

4997 4300 
兵 E事

I1J ?汐 畿
7105 7691 6271 

4099 4966 4203 

ヰヒ 福 島 5799 
和歌山 5025 5396 5749 

6150 4970 

新 i潟 6093 6856 4891 
中
烏 耳元 1353 2516 2183 

島 根 4101 4703 3293 
茨 水 6791 7909 7421 

岡 山
栃 * 5038 

4511 6232 4454 
5867 4720 

広 長寺掲
群 馬 3993 5532 国

6341 7438 7218 
5525 

山
111 梨

口 8224 8741 7734 
2033 3277 6069 

長 野 3681 5630 5995 四
徳 島 2909 5015 4194 

埼 Ji 5961 7023 6132 呑 )11 3516 4379 3774 

東 千 葉 3188 5980 6467 愛 緩 5856 6655 7033 

東 /?- 5731 6946 5854 
国 ;'Bi 女日 4231 3786 3398 

!神奈川 8335 8701 7880 
福 関 7590 8025 5694 

予友
岐 阜 4393 5486 3550 九 佐 宝量 4128 5128 3164 

静 間 4541 5450 5514 長 l時 6524 8119 7229 

愛 女詩 4648 6041 5465 
大 分 7194 5665 3992 

海 重 4485 6380 5957 
熊 木 5215 4791 3519 

一 外i'8 ヂ i碕 6468 5974 6075 

1ヒ 震 山 5446 5486 3550 鹿児島 1449 1408 1105 

一一 一一一
11-{所企画庁致修。 都道府県別工業発展の動向

もの(これは比較的工業地域であるが)は京都であり，叉，先進地域に近い

地域で比較的工業地域にすら入らないものは，奈良である。これらはし、ずれ

も，第三次産業の構成が高L、。観光が無視できない要素であること;土;皆、像、に

難くなし、。逆に工業地域であって，一人当り所得水準が先進地域に入らない

地域は，ここでとりあげた分類では，千葉，埼玉，静岡，山口などがそれに

相当するが，これらは，先進地域の幅をもう少し広げれば，その中に該当す
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る。したがって京都，奈良のような特殊な地域を除けば，工業地域はみな先

進地域と言ってもよ L、o tこだ最近，伸ひの激しい関東内臨地帯の場合，

化の度合いは高まって，比較的工業地域に入るが，一人当り所得水準では，

むしろ後進地域に近いというところがある。

北海道はどうか。一人当り所得水準でみると，過去においては中の L 現

在やや落ちて，平均をやっと上回るという状況であるO 一方，産業構造で

は，工業化の度合いが枢対的に低いというのが特徴として指摘されるO

以とは，各地域のタイプの分類である。これは一時点をとらえた比較で、あ

り，静態的分類であるが，次に戦後経済の発展の中で，これら地域開の格差

がどのように変化したか，北海道はどうであったかについて検討しよう。

1) 回大工業地千ifとちっても，たとえば京浜工業地帯などは，今臼では京葉工業地市F

とか東京湾臨海工業地帯と呼ばれ，千葉県もその一角を占めていると言言えるが，

ここでは都道府県単位で考察をすすめているので，一応，東京，神奈川，千葉と

切り離して問題にする。

2) 産業構造と所得水準の関連については，臼木経済全体について，iA業構造の変化

と所得水準の上昇という発展的なとらえ方，すなわち時系列分析と，産業構造を

異にする各地域ごとの所得水i¥!iのひらきをとらえる横断部分析とが考えられる。

ここでは，各地域間の格差を問題にしているので，一応，後者にしたがった。し

かし，産業縫造と所得水準との一般的関連性については，いずれによっても，同

じ結果がもたらされるだろう O

4. 地域格差の動態分析

本節では，地域格差が，この数年間どのように変化したかについて検討す

る。問題の第一は，一人当り所得水準によってあらわされされる地域差がど

のように変わったか，第二は，特に高度成長期から産業構造の変化の時期に地

域開の産業構成にどのような変化をもたらしたかてあり，第三は，この二つ

を結びつけることにより，産業構造の変化が地域開の所得格差にどのような

影響をもたらしたか，第四には，その中で北海道はどのような動きを示した

か，以上:の!11i'i序で検討するO

まず，一人当り所得の地域差指数の動向をみると，先進地域のうち， 東
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京，神奈川，大阪は相対的地位が上昇L，京都，兵庫，福岡は低下 Lてい

る O 中進地域のうち，関東内睦は茨城県を除~，明らかに地位が干上昇してい

るO 瀬戸内溺泊停の関山， 広島， 山口は， 安定し句北海道は低下額向にあ

るO 後進地域についてみると， 鳥取， 島根が低下している他は，東北， 九

州，間模などは，やや上昇傾向を示しているO 全体として言えることは，

30~38年の期間について①一方的上昇も一方的下降もなく、変動的である。

目立っているのは， 35年に，先進地域の相対的地位の低下，乃をは停滞

が生じ， 36年に急速に回復するという屈折がある程度であるO ②37年以、後先

進地域の相対的地位は，やや低下するか，あるいは同じ地位を維持するとい

う傾向があり，かわって，いくつかの地域で強い上昇傾向がみられる。それ

な主として関東内降部，東京湾泊いの地域である O ③先進地域の地位 k昇(

したがって格差拡大〕のピーグは，およそ36年であった。神奈川と大阪が，

上昇を続けているが，福岡と兵庫は， 33年をピーグとして低下傾向にあるの

④先進地域に急速に追いついているのが， ，静岡，埼玉であり，四大工

業地帯に次いで新らしい工業地幣と Lて渓関する傾向がある。

次に，産業構造の動態的変化についてみよう。昭和30年から38年の第一次

産業の構成比は， どの地域でも低下し， 第二次産業の構成は， たいてL、の

地域で増大している。だが，それを更にこまかくみると，第二次産業の上昇

の仕方に差があることが判るO 先進地域においては 30年と何年を比較す

ると，明らかに第二次産業の構成比の高まりは大きかった。それに対 Lて先

進地域の上の部に属する千葉，埼玉，静岡，広島を除く中進地域後進地域で

;土。， ，すでに開発ざれつくしたと忠われる東京にも

及lまなかった。 30~35年の比較で伸びが著しかったのは，先進地域に続いて

中進地域の上，千葉，埼玉，静岡，広島，山口であるO 逆に第二次産業のウ

エイトが全国平均にくらべて低下したのは宮城であるo 35~38年において

は，いわゆる回大工業地帯の第二次産業のウェイトの伸びは，いちぢるしく

鈍化した。福岡は明らかにf記下を示しているO これに対して，

伸びがし、ちぢるしく，更に栃木，群馬，茨城L 産業構造の高麗化を示して
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L 、る O

産業構造については，次のように言うことができる。①30~35年は，既成

の回大工業地帯を中心に工業化がすすんだ。②35~38年は，四大工業地帯か

らその周辺部に工業化の中心が移った。その中心は京浜工業地帯の周辺で埼

玉，千葉，それに内陸部の群馬，栃木であり，瀬戸内海市停では，岡山と広

島が比較的高度化をすすめているO 叉，兵庫も，大阪の停滞額向とは逆に工

業化が進んでいる O ③他の中心地域は，伸びが遅れている O 北海道は30年以

後，相対的地位を低下させてし、る。

次に，一人当り所得水準の動態と， 産業構造の変化の態様の関係である

が，よ::.hは明らかに密接な関連をもっており， 35~38年におし、て所得水準の

上昇のいちぢるしかった関東各県は，工業化の度合いも叉，激しかったし，

相対的に地位を低下させた北海道は，工業化の進展においても，中進地域の

中では遅れをとっている。 遅れをとった理由について若干の検討をしてみよ

う。遅れは，特に36，37年に目立っている。 38年は，むしろ若干の間短を示

している。そこでお年当時，北海道と類似の水準にある地域をとり出し，そ

れと比較してみよう。産業構成の上で類似しているのは，栃木、群馬，新

潟，和歌山，愛媛などであるO このうち栃木，群馬はやや第一次建築の比重

は高かった。これが38年には，いずれも第一次産業を大i憶に縮少させ，

次産業を増加させている。これらと北海道の大きな違いは令第二次産業のう

ち製造業の占める割合が北海道において小さいことである。すなわち，北海

道では炭坑の占めるウェイトが高かったことを意味しているO 北海道経済の

30年代における地盤沈下は，主として炭坑不況によるものであったと推測さ

れる。だがそれを認めたとしても，鉱業を除く製造業のみの動きについてみ

ると，埼玉、千葉には及ぱなし、。だが，栃木，群馬には比隠してし、る。した

がって， 35~38年について言えば噴製造工業の伸び方iふ平均からみて低い

ものではなかったと言える。その意味で， 30年代の特に後半期における北海

道経済の立ち遅れは，炭坑不況を主として背景にしており，工業化について

は，それ程悲観的で、はないということが震えるO
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さて，次に，一体我国全体として地域差はどうなっているか。拡大したか

縮少したかを検討してみよう。地域差をはかる場合，すでに示したのは，一

人当り個人所得の地域差であるO だが，人口の流出入はかなり激しし、。した

が円て，一人当り所得では仮に上昇していても，人口流出が激しいなら，そ

しているとは震えなL、したがって，その点を加味した地域差

も考えねばならなL、。そこでまず，一人当り個人所得の地域差の動向をより

第 8表 1人当り分配所得の推移 (単位 i可)

HA3耳0目年 グ31年 グ32年 グ33年 か34年 グ35年 グ36年 グ37年 グ38年

北海道 76，040 77，069 91，285 95，7041104，3571116，6221131，1361142，9631171 ，600 

茨木 -1 63，242 72，368 73，994 84，559 96，100 111，000 129，438 142，353 

栃木 -1 69，804 72，143 76，872 86，116 103，964 125，574 143，415 162，813 

群潟 61，680 63，601 70，034 75，550 84，377 97，600 117，000 138，120 159，890 

埼玉 62，085 72，140 79，720 81，968 91，896 110，973 138，048 158，699 191，812 

千葉 63，600 69，968 76，992 78，200 91，758 107，600 129，700 152，000 184，112 

東京 133，344 151， 980 166，252 167，552 191，614 226，970 274，692 302，978 339，646 

神奈川 93，600 107，297 123，900 128，900 142，571 171，400 209，600 241，700 273，400 

新潟 67，800 71，078 81，499 84，100 92，8821106，000 126，567 144，490 163，642 

主芝 山 75，366 79，399 90，887 91，124 149，856 166，592 189，774 

静岡 71，720 79，804 91，148 95，556 109，9971129，285 153，812 171，682 198，209 

愛知 87，000 103，748 121，049 113，000 131， 720 165，000 189，300 209，561 236，631 

三重 64，819 74，067 82，438 78，136 85，282 108，372 132，353 153，668 176，769 

京都 84，.570 92，764 100，779 103，881 122，918 143，072 166，288 188，233 215，064 

大阪 108，146 130，156 143，730 146，796 163，099 196，439 230，789 257，686 299，351 

兵東 90，516 107，790 125，588 125，166 126，458 149，560 177，070 190，000 206，000 

奈良 68，585 73，859 82，615 91，583 97，823 107，440 126，686 149，133 172，250 

和歌山γ刷担制山町 11311町四 121制…
鳥取 67，4761 66，1271 72，6881 66，釦0179，536192，3001101，帥0118103249到129，770

烏1.良 59，6841 63，4961 69，0331 72，4901 80，1871 88，9651105，2841114，5091128，472 

照山 67，5621 73，3101 78，9001 80，408[ 90，648[106，607[128，3661189，0491169，839 

広島 65，8901 74，8141 85，3941 88，3201 97，1921112，8461134，8671148，5721166，911 
理 " 事円守

小 山内門 戸一吋 87，047195，羽111

!日2…山29卜一
!……7必21155…74181W

133，964 

48，引 88，5511

01別62，538168，5451 73，1191 78，4951 90，印刷

鹿児蕊|札叫 48，3叫札制;札叫帆幻9167，乃5¥札叫 94，28山1，山
吉ij掲，地域経済構造の計量的分析より，主主さ地域を抽出して作成。



80 (234) 緩済学研究第17巻第2号

細かく検討しその上で，各地域ごとの発展の動向を検討してみよう C

先進地域のうち，東京と愛知は， 35~36年をピークに相対的におちてきて

いるO 神奈11!v主上昇しているが，伸び率はやや停滞している。大献は増大し

ているが京都，兵庫は停滞乃至低下しているO 福岡も停滞乃至低下してし、

るO これに対し， 30年において全国平均を下回っていた静珂，千葉，

上昇し，先進地域に接近している。産業構造の高度化の閣で自覚しかった栃

第 9表 1人当り県民館入所得の地域差指数の動向

l昭和初年l畔 I 3昨 I 3昨 I 3咋 | 時
国民所得 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

北海道 107.6 110.3 105.2 101. 2 98.8 103.6 

茨 域 84.7 84.6 81.8 83.6 83.2 

栃 オて 91.2 88.9 95.0 95.2 94.2 ヲ3.4

苦手 馬 87.6 89.0 87.5 88.8 91.4 1， 94.0 

埼 玉 94.3 93.1 96.0 100.1 108.3 110.2 

千 芸誌 93.4 91.1 96.1 97.8 101.6 107.0 

東 京 165.5 165.5 166.3 i 177.1 176.1 172.9 
神奈川 126.1 133.1 131.2 136.2 138.9 139目1

蚊 阜 88.5 91. 5 93.3 89.8 90.6 

静 同 96.2 102.8 105.0 105.5 104.2 107.1 

愛 央日 118.6 122.2 130.0 126.1 126.2 124.1 

主意 94.6 89.2 92.3 96.3 97.5 官9.5

京 都 121. 3 126.0 125.9 119.7 121.7 

大 阪 145.1 150.8 148.5 152.6 154.2 158.9 

兵 康 127.7 136.6 125.3 125.9 117.7 115.0 

チ耳守℃ミ 良 99.9 110.1 102.3 100.2 105.7 lOfi.2 

和歌山 91. 7 95.5 95.7 92.9 94.8 97.fi 

，善寺 取 98.4 78.2 85.6 80.2 82.2 80.4 

島 根 98.1 88.0 84.8 86.1 84.0 81.7 

同 山 98.9 93.4 94.3 95.9 100.4 99.6 

広 長在 95.9 103.4 102.5 101.1 100.6 99.5 

山 仁l 97.5 97.5 95.3 96.2 97.4 

愛 媛 93.1 89.3 91. 7 89.7 92.2 90.5 

被 岡 109.7 118.2 101.6 110.7 104.2 107.1 

佐 賀 90.5 87.1 84.4 82.0 84.3 85.0 

鹿児 島 66.2 67.2 64.5 63.9 69.3 70.3 

出所地域経済委覧より主要地域を抽出して作製。
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木，群馬は，一人当り個人所得では，未だに平均以下である。

後進地域については，宮崎，鹿児島がやや上昇しているが，同じ九州でも

梧対的に高位にあった佐賀，長崎は低下，中間にあった熊本はそのままとい

う動き方であるO 四国は特に目立った動きはなL、。しいて言えば，

業化の進んでいる割に停滞し，香川，高知などが追いついているO 中国地方

は瀬戸内海側と日本海側との差が30~38年の間にはっきりあらわれた。東北

については呂立った動きはない。

一人当り所得水準を基本としている限り，①この期間，先進地域と

域の差は拡大はしていない。むしろ縮少傾向にあるο②先進地域の間

差は縮少していると言えるし，後進地域の間でも，どちらかと言えば格差は

縮少しているO ③分裂しているのは中進地域であり，中進地域の中で先進地

域に近L 埼玉，静岡などは，先進地域に接近し，すでに福岡に追いつ

き追い越している O ④中進地域全体としては，上昇傾向が伺われる O ⑤この

中で北海道は， ベコ進地域のとから下に近くなっている点が注自される。だ

が，これに人口の動態をいれてくるとどうなるか。

次に，人口の流出入状況をみると， 30年において人口の流入地域は 9都道

府県であり，先進地域の他に北海道，埼玉が加わっていた。 35年から北海

道，福岡が流出地域に転じ，千葉が流入地域となった。 37年に静関が， 38年

に奈良が流入地域に転じている。この動きで特徴的なのは，流入超過率の高

いのは司神奈川，埼玉であり，千葉も年々急速に増加してし、るO かくて、こ

のニとと一人当り所得水準の場合とをかね合わせると，成長地域は，

JI ¥，埼玉，千葉であると言うことが判る。更に東京がやや停滞しだLたのに

対L，大販は人口増加が激しく，兵庫は所得水準の上昇が大きい割引こは，

人口増加はそれし程でもなL、。工業化の進展が激しかった栃木，群馬は人口

出地域である。したがってこの地域は，一方で農村人口の流出，減少と，他

方での工業化とが両立している地域だと言うことができるO

厳密な意味で地域格差を言う場合，人口の流出入を加えて考えねばならな

L 、。所得の伸びが小さくとも，人口の流出が大きければ，一人当り
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第10表人口 流出入 〔単位月五)

|昭手間年! 畔 I 3時 I 3咋 I 38年 I 3時

jヒ 海 道ー 0.16 '" 2.84 ム 5.91 ム 6.35 " 7.97 ム 6.46

岩 そF " 5.90 "10.16 ム13.88 "14.38 ム14.47 ム16.97

百f 城 ム 4.40 ム11.04 ム12.19 ム11.37 ゐ 7.26 ム 6.08

埼 三五 0.24 14.01 16.88 26.42 37.46 35.21 
二子 業コ符主ミヂZ 6 2.59 7.45 12.68 19.42 19.31 26.44 

東 京 27.16 21.76 18.90 13.65 10.49 3.58 

ネ~l 乏刀芸ミ之 JII 13.30 27.11 32.45 35.94 30.57 36.58 

殺? ?潟 611. 23 613.40 ム13.11 ム13.40 613.35 ム11.83

静 問 。2.86 ゐ1.49 ム 0.89 1.58 2.01 1.38 

愛 女日 8.98 16.31 17.25 15.06 16.52 15.17 

重 ム 7.55 。5.17 ム 3.56 " 3.24 " 3.30 " 4.81 

京 都 1.55 ム 2.90 0.85 1.80 1.43 1.52 

大 阪 16.35 27.43 29.34 26.64 23.00 20.79 

丘ノ、 庫 3.37 8.80 11.13 10.13 7.70 6.99 

ヌ河三之ミ Iミ 。10.79 ム 7.05 ム 4.58 ム 0.48 4.72 2.71 

同 山 ゐ 5.80 ゐ 7.37 ゐ10.50 "11.51 " 8.84 ム 7.10

広 島 ゐ 4.06 ム 2.89 ム1.99 ム 0.08 0.93 2.25 

山 ロ 6 3.55 ゐ 9.96 ム12.05 "'11.54 ゐ18.24 ゐ16.28

愛 援 'v 6.97 ゐ15.33 ム16.88 ム17.37 "16.74 ム13.96

在量 間 0.27 。7.67 。10‘12 '" 8.78 613.09 。9.09

出所前掲地域経済要覧。

は大きくあらわれる。そのような地域は必らずしも成長地域とは言えないの

である。これを加味すると，先進地域と後進地域の地域格差は拡大している

と理解すべきであろう O その中で京浜工業地帯に接続する千葉，埼玉などは

かなり先進地域に接近していると言える 130 北海道は， 30年代に入ってか

ら，人口の動態を加味した場合，かなり遅れをとったと言えるO

人口の流出入念も加味した綜合的な指標のもとでの地域格差とその動態

は，きわめて明らかである。だが，その地域格差をもたらす基本的要問は何

か。なによりも考えられることは，生産性の格差であるO 生産性の格差は，

工業と農業の生産性の格差を基殺としているが，同じ工業の中でも，生産性

の高い大工業と，相対的に生産性の低い中小企業の占める比重によって，更
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るO 産業構造の高度化は，更に工業化というだけでなくー重化学工業

でなければならなし、。 地位上昇のいちぢるしい千葉，神奈JfI!主.いずれも重

化学工業化が特にすすんでいる。地域が経済計画をたてるに際して，最も関

心を抱くのは工場誘致であり，それもとりわけ大企業の誘致であることは，

周知の通りであるO だがー重化学工業化が，地域の所得水準の上昇をもたら

す基本決定闘であろうか。北海道においてはどうか。そこで次に，生産性の

状態，そのもとでの北海道の特徹を問うことにしよう。

1) もっとも，地域の区分に際して，従来の京浜工業地帯に代わって，京葉工業地帯

という呼称が一般化しているから，千葉は先進地域と呼ぶべきかもしれなし、。更

に，もっと広い東京湾工業地帯という概念まで広げることもできる O し、ずれにし

ろ，東京都は伸び悩みを示しているものの，神奈川，千葉，埼玉は，これからも

更に伸びるであろうことが予怒、される。

5. 生雲監性の地域格差

製造業における産業構成と付加{函館生産性を各地域ごとにみると，次のこ

とが蓄える。まず，重化学工業比率については，昭和36年において全国平

均56.2%であるが，これを上回っている地域は， 茨城，埼玉， 東京， 神奈

川，富山，大阪，兵庫，広島，山口，福岡，長崎である。これをみて判るよ

うに，工業化の度合いの高さにほぼ部じているが，地域によっては，重化学

工業が中心で，他;主連れているというところがある。茨城，山口がそれで，

山口は典型的であろう。 山口の場合は，山i湯{J'{IJに三井石油化学，徳山積達，

出光石油化学その他、コンビナ~トが発展しているのに対し，遅れた山陰側

を含んでおり，地域内における格差が大きし、。全体として中進地域であるが

工業化はすすんでおり，その中でも重化学工業の占める比震は大きL、。これ

に対して，所得水準の最も高い東京は，重化学工業化率では神奈川，茨城，

長崎に遅れており，大阪，兵庫、愛知なども，重化学工業の割合は，神奈

川‘茨域噌山口に及ばなL、。特に，先進地域の愛知が，重化学工業化率の小

さいのが注目される。
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このことを統計的に検討しよう O 昭和38年における各都道府県の重化学工

業化率と一人当り所得水準との相関関係は，先に示したように T出 0.277と，

きわめて低かった。他方，付加価値生産性はどうか。第10表;主各都道府県の

付加価値生産性を示したものである。昭和四年について，付加{剛直生産性と

重化学工業比率の相関関係をみると，

回帰式 y =39.95十0.764X 

相関係数 r =0.6106 

Y ………付加価値生産性

x....・H ・....重化学工業比率

明らかに高い相間関係を示しているO

ここで，第 3節で行なった統計分析の結果をもう一度ふり返ってみようコ

一人当り所得水準と産業構造との関連では，第二次産業と一人当り所得水準

との関係が，製造業と一人当り所得水準との関係より， 相関関係が高

かった。その理由は種々考えられるが，ひとつの解釈として，製造業の方が

鉱業よりも規模，生産性において多様性があり，必らずしも近代工業の入か

ら成るわけで、はないから，製造業の占める相関関係よりも，第二次産業の比

重と一人当り所得水準の高さの方が，より密接な関係がある，ということが

考えられるO 製造業の付加儲{窓生産性は，重化学工業比率が高い程，高L、。

ところが重化学工業比率と一人当り所得水準との関連は簿く，殆んど関係が

ないとさえ言えるO このことは，製造業の付加儲値生産性の高さと，地域の

一人当り所得水欝とが，ただちに直線的にはつながらないことを示す。一人

り所得水準の伸びの大きい愛知県が，重化学工業比率では低いという

，逆に重化学工業比率の高い山口が，一人当り所得水準の

域に及ばないとし、う事実，これは何によってもたらされたか。

の付加価値生産性は，地域の生産所得とは密接な関係にあるO だ

が，個人所得，分配所得との関連は若干乏しくなる。その主な原田は，

間の所得の流出入にあるO 地方の工業地帯で生じた手IJ潤は，多く じっ
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本社所在地へ移動する。重化学工業との関連産業，下請企業等の発燥が乏し

し重化学工業の比重のλが認し、地域では，所得の域外流出は特に大きし、。

それ:土，当該地における重化学工業の域外発注が多いということと，当該地

で生じた利潤の流出が多いということの二つの重なり合いによってもたら

されるO 逆に，重化学工業化がすすんでいなくとも，地場産業が盛んなとこ

ろで;主，域内発注が多く，生産所得ーも域内にとどまる。東京都，愛知県など

は司その種の利益に加えて，本社への流入所得が加わり，重化学工業化に比

して一人当り所得水準はきわめて高いのであるO

6. 北海道における生産性と賃金

一一業種別の分析一一

ニれまでの一般的分析をふまえて，本節では，北海道における製造業の特

に費用構造における特殊性を各業種別にそれぞれ検討してみよう。まず，北

海道の製造業の全置における位置であるが，第11表は，製造業付加{価値額の

全圏構成比の動態を示したものである。昭和28年に全国を10.000とした時，

322であったが、年々低下を示しているO 特に34，35年は目立った抵

下があったc その後若干回復舘向を示しているが， 38年で 252と，かなり低

下している。

これを業種別にみると， 的にみて本道の占める比重の高い分野は，木

材，木製品とパルプ，紙である1)。逆に最も低いのは，電気機械器具，精密

機械であるc 叉，繊維，衣服ー輸送用機械等もウェイトが低く，更に一般機

械も低下Lている 2)。

どが，動態についてみるとち昭和28年から38年までの簡に低下のいちぢる

しかったのはパルプ，紙であり，化学もウエイトは低下した。逆に上昇した

のは鉄鋼であるが，鉄鋼は変動が激しく，安定してはし、なL、。全体として

えることは加工皮の高い分野において，全閣に占める比重が軽L、。これは産

業構造の近代化という点では遅れていると言ってきしっかえないであろう O

第12表は，宥形間定資産投資額の対全国比を示したものであるが，この構
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20.精密機械 ノろr 004 003 003 010 X 004 006 006 007 005 

21.そ 。ヲ flli λr 027 。39I (Xi7 062 oβ5 。(j.( 06:i 。66 。72 057 
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5.木の 材 I I! 1212 1137 1161 1169 1757 1422 1231 1118 

6.家具装備品 I! 405 443 576 451 404 342 487 425 

7.ノ主カプ， 議t λy 1377 686 1521 2658 1457 3790 1445 1233 

8.出版印刷 λy 349 319 237 743 460 246 263 479 

9.化 学 I! 140 159 428 053 130 066 060 072 

10.石油，石炭製品 I! 002 1077 361 315 244 066 075 069 

11.ゴム製品 必F 188 078 075 149 056 076 059 306 

12.民総，同製品 ，ろy 059 O 036 012 009 004 084 106 

13.祭菜"土石 λア 534 123 543 144 305 168 266 153 

14.鉄 鋼 ノツ 450 1173 692 284 398 960 376 240 

15. ~f" 鉄金属 I! 024 023 107 081 064 123 025 042 

16.金属製品 /1 248 211 241 087 165 146 173 

17.機 械 λy 087 076 063 036 037 046 075 

18.屯気機械器具 グ 001 X 。 。 001 。 001 002 
19.輸送用機械 λy 062 104 086 040 023 032 047 051 

20.納税機械 /1 000 000 X 000 000 001 000 003 

21.そ 町〉 {自 11 。39 046 。60 。39 028 050 032 0.12 

第 12表 1T形 l品定資産投資額全国構成比

県同 28 29 30 幻 33 I 34 I 35 
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成も，付加価値額の全菌構成比と殆んと、変わりない傾向を示している。 '-'-

では31年から38年までの資料しか得られていないが，この期間におし、て投資

額の構成比を下回ったのは38年だけで，常に有形間定資産額の構成比は

い。このことは面では投資効率の悪さを反映していると言えよう O しか

し他面，資本集約的部門の占める比重が高いことを意味しているとも震え

る。全体として影響力のあったのは，木材，紙，パルプ，鉄鋼等であり，こ

れが製造業における有形回定資産の構成比の上昇に，大きく寄与していると

。
〉
川
ノ

ト
ia
》ぇ一一一一一日

次に，北海道の製造業において，費用条件を構成する重要な要因である

産性についてみるO 第13表は，付加価値生産性の対全国構成比であるが，

32年から38年までについてみると，製造業全体については，全国王子均を上回

っていることが判るO 業種別では，パルプ，紙，欽鋼などが，かなり全国王子

均を上回っているO 逆に，家具，装飾品，出版，印刷，衣服，石油・石炭製

品，ゴム製品，皮革等は，全国平均をかなり下回っている。比較的，加工段

階が後段階に属するもので，消費財に近い分野で生産性の低L、ことが控目さ

れるO

条件を構成するもうひとつの重要な指標は賃金である。第14表は，名

呂賃金の本道と全簡の比較である。北海道の名目賃金は，製造業全体につい

ては，全国平均を上回っているが，徐々に全国平均に接近していることが判

る。名目賃金の動きは，付加価値生産性の動きとほぼ平行しているO だが必

らずしも一致してはいなし、。ところで，価格と最も関連のある賃金コスト

は，名目賃金と物的生産性の比で示すことができるが，物的生産性を表示す

ることができないので，名 B賃金と付加価値生産性の比率をとり，これを全

閣と北海道について比較してみると，第15表のようになるO この値が全圏平

均を上田っているものは，一応，賃金コストの圧迫があるものと考えること

ができるO

まず製造業全体についてみる， 32年以後38年まで上昇から低下という凸型

の動きを示していることが判る。すなわち， 35年まではと昇， 36年以後は低
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北海道における業類別名目立金およ第 14表
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下しているO 低下の主な原閣は，生産性が全国平均を上田っているのに，名

目賃金が全国平均なみになってきたためである。このことから， 36年以後に

ついては，賃金コストの庄迫は乏しいと考えられる。

ところで，北海道経済における地盤沈下は30年代におし、てあらわれ，特i二

34， 35年ごろからきわだっている。このことと，賃金コストの動きとは，何

か関連性があるであろうか。ひとつの重要な要閣は，石炭産業の衰退であろ

う。石炭産業の不況を中心として，北海道全体としては，雇用機会が椙対的

に不足したと思われる。このことは，地域内における労働市場の需給関係に

j引、て，全国とくらべ求職側に相対的に不利化しているものと思われるc そ

の結果，全間的には，特に若年労動力の不足による賃金上昇圧力が，北海道

の場合，相対的に低まったと言えるのではないか。もっとも，このことは，

農村労働力の動き，林業，水産業の動きとの相対的関連性でとらえられねぽ

ならなL、。又，人口流出地域に関しては，この種の問題は共通の筈であるか

ら，北海道のみに固有の現象と考えることはできないであろう O けれども，

35年墳を境として，北海道が人口流出地域に転じたということは，雇用機会

に対して労働力人口が相対的に過剰になってきたということをも(少なくと

も部分的には〕背景としていると考えられるO いず、れにしろ，過去において

は安価な労働力が得られないということが，北海道における工業発展のガン

であるとされていたのに対し，少なくとも当今では，全冨平均に近ずいたと

いうこと~i.言えるようである。

さて次に，賃金コストについて，菜種別にこまかく検討してみよう O

において，全間平均を上回っているのは，食料，繊維，衣mL家具，出版印
刷，化学，石油・石炭製品，ゴム製品，皮革製品，非鉄金属，機械，

J械，輸送用機械，精密機械，その他で，大半の業種である。他方，全国平均

を下回っているのは，木材，木製品，紙，パノレプ，鉄鋼，金属だけであるつ

つまり全国に占める比重の高いこれら業種が，高生産性部門であり，

にかかわらず，賃金コストは低L、。これが北海道における製造業全除の賃金

コストを引き下げる働らきをLているが，殆んどの業種は，賃金コストの庄
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追を受けているということであるO

このことから，本道における工業化，道民生活条件の向上にとっての障害

が，かなり明らかに示されてきた。生活に密着した部門の生産性は低く，

金コストは高く，域内の生産者価格自身を押しあげているのである。マグロ

的にみると，本選における代表的工業の寄与率は高いから，賃金コストの上

で想像される程大きな債をとっていなL、。しかし，道民生活に直接つながる

分野では，椋対的高賃金， 1，昌生産性，賃金コストの庄追，儲格上弁が，かな

りはっきりと，しかも全国平均以上にあらわれてL、るということであるO こ

れらの部門は，全国的に占めるウェイトも低L、。それは低生産性に原因があ

るとも言える。だが，逆に，ウエイトが低いから生産性がと弁しなという罰

もあるだろう O これら分野で、地場産業が脊たないのが，北海道経済における

重要な問題点であるO

1) 木材，紙，パルプは，北海道における林業ーのウエイトのおさときわめて潟速があ

るO 北海j立の主要業復は，第一次産業との関連性が深L、。原料との結びつきのも

とで発展していると言える。たとえばこの地にはビートと結びついた精糖業，酪

農業と結びついた乳製品等を挙げることができょう。だが，このことは同時に，

jド先進地域の工業化の特徴ともいうことができる。すなわち，消費誘導型では

ない。

2) 北海道において自立って，おくれているのは，機械産業である。

械，工作機械，輸送用機減，霞気機械，精密機械すべてにf言える。しかもこれは，

純粋に地理的条件によるものではなし、。愛化学工業の下諸，部品メーカーとなる

べき業種にも乏しいのが，重化学工業の発展に阻害要因となっていることも事実

である。

7， 費用と価格の構造

ヌド;簡では最近とりあげられている北海道の価格問題を，これまで検討した

費用構造との関連でとらえてみる。第16表は，東京都を 100とした消費者物

価の地域差指数を示したものであるO これによると，大都市およびその周辺

の地域は，相対的に高価格である。この中で北海道は，都市消費者物価にお

いても，農村消費者物価においても，中進地域，後進地域の中でほ，相対的
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出所地域経済の計量的分析。
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に高価格である C この原因については，種々の説明がなされている。今日の

物価理論との対比で言えば，ディマンドプルによる説明とコストプッシユに

よる説明とが一応考慮されよう O ディマンドフ。ノレを根拠づける要因がもしも

あるとすれば，行政投資の過大ということであろうが，問題は，消費者物館

にあるるわけで、あり，行政投資額の規模の大きさが，ただちに消費者物価指

数乃至ば道民の生計費指数の増大に寄与していると結論づけることは，困難

であろう O ディマンドフ。ルを，供給構造を同一条件とした上での需要要国か
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らの説明とするならば，北海道においてとりたててディマンドフソレを主張す

る根拠は乏しいであろう O むしろ問題は供給構造にあるO

前節におし、て，本道の製造業における付加価値の構成を検討したが，その

際，加工度の高い多くの分野で，全自に占める比重が低いことがう切られた。

最終財の多くが，地域内において供給されるよりは，他地域からの流入によ

ってまかなわれているであろうことは想像に難くなL、。本稿では，地域聞の

移出入について触れていなL、。けれども，これまで検討した範囲でも，費

用一一価格構造に重要な影響を与える要閣が，中間財，消費財部門の未発展

に大いに関連をもつことが容易に想像されるであろう O 仮に大企業が道内に

誘致されても，関連する部品メーカーその他が未発達であり，域外発住にた

よらざるを得なし、。それは輸送コストの庄迫によって企業にとっては不利に

作用する。他方，衣服，家具等の消費財産業の未成熟は，この種消費財につ

いても，向様の傾向をもたらし，相対的高価格をもたらずであろう O 供給構

造のおくれは，総需婆の伸びの遅れにもかかわらず，一見ディマンドプルに

似た現象さどもたらし，他方では中間財における格対的高価格にもとずくコス

トプッシユが作用して中進地域にもかかわらず，その中でも相対的に潟費者

物舗を上昇させることになる。

コスト要因を形成する主要な要素としての賃金コストについては，マクロ

的には，格対的高生産性によって，ざして庄迫となっていないかのようであ

る。だが，ここずもやはり北海道の主要な産業である木材加工業，紙，パル

プ等を除itば，全国平均よりも高い賃金コストであり，又，この種の分野こ

そ，道民生活に直接的かかわりをもっ度合いが大きいのであるO

本稿では，製造業における費用構造を中心にみており，他の主要な要因，

たとえぽ移出入の問題，道内における格差の域内波及効果と域外への流出の

，触れることができなかった。地域格差を構成する重要な要因の一

つは，むしろこの点にある。これについては別の機会に検討するO

(本稿は，昭和41年度北海道科学研究補助金による研究の一部である。〉
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